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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期
第２四半期
累計期間

第43期
第２四半期
会計期間

第42期

会計期間

 　自平成20年
 　８月１日
   至平成21年
 　１月31日

 　自平成20年
 　11月１日
   至平成21年
 　１月31日

 　自平成19年
 　８月１日
  至平成20年
   ７月31日

売上高（千円） 1,546,259 814,770 2,516,833

経常損失（千円） 147,123 68,343 107,579

四半期（当期）純損失（千円） 221,498 104,693 199,193

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） － 1,758,495 1,758,495

発行済株式総数（株） －
　普通株式

77,527,498

　普通株式

77,527,498

純資産額（千円） － 2,031,136 2,238,692

総資産額（千円） － 3,167,475 3,471,477

１株当たり純資産額（円） － 26.21 28.89

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
2.86 1.35 2.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） － 64.1 64.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△16,017 － △534,323

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
34,886 － △191,138

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△6,600 － △66,932

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 694,353 682,084

従業員数（人） － 56 55

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税は含まれておりません。　

３．第42期、第43期第2四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につき

ましては、潜在株式は存在しますが、１株当たり四半期（当期）純損失が計上されているため記載しており

ません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容については、重要な変更はありません。なお、当社は従来どお

り、関係会社はありません。

　

　

　

　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

　

　

　

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年１月31日現在

従業員数（人） 56 (15)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

区分

当第２四半期会計期間

自 平成20年11月 1日

至 平成21年 1月31日

建設事業（千円） 419,615

不動産事業等（千円） 223,655

合計（千円） 643,270

(2）売上実績

区分

当第２四半期会計期間

自 平成20年11月 1日

至 平成21年 1月31日

建設事業（千円） 591,115

不動産事業等（千円） 223,655

合計（千円） 814,770

　（注）１．当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、第２四半期会計期間までと第３四半期会計期間以降　

　　では、休暇日数の差異があり、第３四半期会計期間以降に売上高が多くなるといった季節的変動要因があり

　　ます。

　　２．当社の事業が生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

　　　　なお、事業種類別受注工事高及び施工高の状況は次のとおりであります。　　

建設事業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

種類別
期首繰越高
（千円）

期中受注高
（千円）

計
（千円）

期中完成
工事高
（千円）

期末繰越高
期中施工高
（千円）手持高

（千円）
うち施工高（千円）

　      ％   

土木 2,184,924 312,749 2,497,673 579,524 1,918,148 1.9 35,685 560,351

建築 63,848 106,866 170,714 11,590 159,123 22.7 36,108 41,251

計 2,248,773 419,615 2,668,388 591,115 2,077,272 3.5 71,793 601,603

　　　　 前事業年度（自　平成19年８月１日　至　平成20年７月31日）

種類別
期首繰越高
（千円）

期中受注高
（千円）

計
（千円）

期中完成
工事高
（千円）

期末繰越高
期中施工高
（千円）手持高

（千円）
うち施工高（千円）

　      ％   

土木 1,892,973 1,721,665 3,614,638 1,874,829 1,739,809 1.4 25,004 1,832,707

建築 116,697 154,812 271,510 253,931 17,578 1.1 197 239,212

計 2,009,671 1,876,477 3,886,148 2,128,760 1,757,387 1.4 25,201 2,071,919

　（注）１．前期以前に受注したもので、契約の更新により請負金額に変更があるものについては、期中受注高にその増減

額を含んでおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２．期末繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものであります。

３．期中施工高は、（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致いたします。
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②　受注高及び売上高について

　当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間につ

  いてみても次のように変動しております。

期別

受注工事高 完成工事高

１年通期（Ａ)
（千円）

上半期（Ｂ)
（千円）

(Ｂ)／(Ａ)
（％）

１年通期（Ｃ)
（千円）

上半期（Ｄ)
（千円）

(Ｄ)／(Ｃ)
（％）

第40期 3,417,375 1,248,233 36.5 3,514,871 1,575,209 44.8

第41期 1,967,745 485,912 24.7 2,754,994 1,005,935 36.5

第42期 1,876,477 1,308,242 69.7 2,128,760 767,608 36.1

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

当第２四半期会計期間

(自　平成20年11月１日

至　平成21年１月31日)

土木工事 557,517 22,007 579,524

建築工事 － 11,590 11,590

計 557,517 33,597 591,115

(注）完成工事高に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。

 当第２四半期会計期間　　東京都下水道局　　　　 309,316千円　　52.3％

　　　　　　　　　　　 　東京都水道局　　　　　 153,244千円  　25.9％

　　　　　　　　　　　 　東京都財務局　　　　　  94,957千円    16.1％  　          　　　          

④　手持工事高（平成21年１月31日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

土木工事 1,667,151 250,997 1,918,148

建築工事 106,400 52,723 159,123

計 1,773,551 303,720 2,077,272

手持工事のうち請負金額２億円以上の主なもの

　  東京都水道局
 葛飾区白鳥二丁目地先から同区青戸七丁目地先間配水本管(800mm・700mm)トン 

 ネル内配管及び布設替工事
　

　  東京都水道局　  墨田区業平三丁目地先から同区押上一丁目地先間配水本管(800mm)布設替工事　 　

　  東京都水道局
 町田市相原町2781番地先から同市相原町706番地先間送水管(1,500mm)用立坑築造

 工事 
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２【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

　　当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を背景とした世界金融市場の混乱　

　による急激な株価の下落や円高基調等が引き続いており、また、原油価格は落ち着いたものの資材価格等の高止ま

　りによる、先行き不透明感により企業収益が悪化し、国内景気は減速感を一層強めております。　　

　　　　建設業界におきましては、民間設備投資の減速や長年の公共投資の縮減により、依然として落札価格の低価格化

　　　が蔓延し、原材料価格の高止まり等により、以前よりさらに厳しい経営環境が続いております。

　　　　このような状況の中、当社におきましては、当事業年度は「新中期経営計画」の３ヵ年の最終年度にあたり、安

　　　定した収益構造の確立、質重視の受注、民間工事受注への注力を推し進めてまいりました。当第２四半期会計期間

　　　も引き続き本業の上・下水道工事の施工におきましては、個別現場ごとの徹底した施行会議の実施により、作業効

　　　率・収益力の向上を図ってまいりました。さらに、ＯＬＹ機材等の一層の拡販を推進し、また、不動産開発部門に

　　　おきましては、前事業年度中に仕入れました販売用不動産の早期販売を推し進めてまいりました。

　　　　この結果、当第２四半期会計期間の業績につきましては、受注高6億43百万円（前年同期比13.3％減）、売上高

　　　8億14百万円（前年同期比36.0％増）となりました。

　　収益面につきましては、原価低減及び経費削減に一層取り組みましたが、資材等の高騰分や建設工事の工事着工

　の遅れ及び不動産市況の悪化による販売用不動産の売却利益の低下等により、69百万円の営業損失となりました。

　　　　経常損益面につきましては、販売用不動産から得る賃貸収入等により若干改善され、68百万円の経常損失となり

　　　ました。四半期純利益につきましては、売掛債権、貸付債権の評価を一層厳格化し12百万円の貸倒引当金繰入額

　　　を計上したこと、また、固定資産減損額15百万円を計上したことにより、1億4百万円の四半期純損失となりまし

　　　た。

　　　事業の種類別概要は、次のとおりであります。

　　　（建設事業）

　　　　建設事業におきましては、依然として発注量の減少、落札価格の低価格化が引き続いておりますが、元請受注に

　　　注力し、受注高4億19百万円（前年同期比39.6％減）、売上高5億91百万円（前年同期比7.2％増）、完成工事総利

　　　益31百万円となりました。

　　　（不動産事業等）

　　　　不動産事業等におきましては、ＯＬＹ機材の拡販と販売用不動産の早期売却に努め、受注高2億23百万円（前年　　

　　　同期比367.2％増）、売上高2億23百万円（前年同期比367.2％増）、不動産事業等総利益は7百万円となりました。

　資産、負債及び純資産の状況　

　　　当第２四半期会計期間末の資産の残高は31億67百万円となり、前事業年度末に比べ3億4百万円減少いたしま

　　した。その主な要因は、売却により販売用不動産が3億7百万円減少したことによるものであります。

　　　　　当第２四半期会計期間末の負債の残高は、11億36百万円となり、前事業年度末に比べ96百万円減少いたしまし

　　　　た。その主な要因は、仕入債務の減少、預り金の減少等によるものであります。

　　　　　当第２四半期会計期間末の純資産の残高は20億31百万円となり、前事業年度末に比べ2億7百万円減少いたし

　　　　ました。その主な要因は、四半期純損失2億11百万円によるものであります。

　　　キャッシュ・フローの状況

　　　　　当第２四半期会計期間末における「現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の四半期末残高」は、前事

　　　　業年度末に比べ12百万円増加し6億94百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況等につきましては、次

　　　　のとおりであります。

　　　　　①営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　営業活動の結果得られた資金は1億32百万円となりました。これは主に、たな卸資産の減少によるものであ

　　　　　ります。

　　　　　②投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　投資活動の結果得られた資金は2百万円となりました。これは主に、貸付金の回収によるものであります。

　　　　　③財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　財務活動の結果使用した資金は、3百万円となりました。これは主に、長短借入金の返済によるものであり

　　　　　ます。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

Ａ種優先株式 2,775,000

Ｂ種優先株式 2,775,000

計 305,550,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成21年１月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成21年3月16日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 77,527,498 77,527,498
東京証券取引所

（市場第二部）
－

計 77,527,498 77,527,498 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

新株予約権

　旧商法の規定に基づき、発行した新株予約権は次のとおりであります。

○平成17年10月27日定時株主総会決議(平成18年3月30日取締役会決議）

　
第２四半期会計期間末現在

(平成21年１月31日)

新株予約権の数 19,220個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,922,000株

新株予約権の行使時の払込金額(注)
新株予約権1個当たり　6,800円

　　　 　（株式1株当たり68円） 

新株予約権の行使期間
自　平成18年11月 1日

至　平成24年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額

発行価格　　　　68円

資本組入額　　　34円

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 (注）新株予約権の行使時に払込むべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式1株当たりの払込金

額（以下、「払込価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。払込価額は、68円とする。

なお、以下の事由が生じた場合は、払込価額はそれぞれ調整されるものとし、調整により生じる1円未満の端数

はこれを切り上げる。

 ①当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

 ②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行

使、転換予約権付株式の転換予約権の行使、旧商法第221条ノ2の規定（単元未満株式の売渡請求)に基づく自己

株式の譲渡の場合を除く。）

    既発行

株式数
＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

払込価額
＝
調整前

払込価額
×

時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。

 ③当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとする。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

　

　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増減数（株） 残高（株）
増減額
（千円）

残高（千円）
増減額
（千円）

残高（千円）

平成20年11月1日～

平成21年1月31日　
－ 77,527,498 － 1,758,495 － 752,254

 

　

　

　

（５）【大株主の状況】

　 平成21年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ウイン ベース テクノロジイス

（常任代理人  雨宮英明法律事務

所）

SUITE 1201,12F,TOWER 2,

THE GATEWAY,25

CANTON ROAD,TSUWSHATSUI,

KOWLOON,HONG KONG

（東京都中央区京橋1丁目6番14号）

10,415,000 13.43

ブライトン インベスト コープ

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）

PASFA ESTATE ROAD TOWN,

 TORTOLA BRITISH VIRGIN ISLANDS

(東京都千代田区丸の内2丁目7番1号決済事

業部） 

 

 

5,950,000 7.67

株式会社ワイピア　 さいたま市大宮区宮町4丁目90番地17　 5,345,200 6.89

株式会社総合企画　
さいたま市大宮区宮町4丁目90番地17-1001

　
3,337,300 4.30

シー・エフ・アイ株式会社　 東京都千代田区丸の内3丁目2番3号　 2,200,000 2.84

キャピタル建設株式会社　 さいたま市北区日進町2-1085-1　 2,149,400 2.77

長谷川　外次　 石川県鹿島郡中能登町　 1,584,400 2.04

株式会社ウィークリーセンター
東京都千代田区神田鍛冶町3-7-33　

神田駅前プラザ8階
1,539,800 1.99

日本証券金融株式会社　 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2番10号　 684,200 0.88

伊藤　正道　 横浜市鶴見区　 444,000 0.57

計 － 33,649,300 43.40
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 38,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 77,475,900 774,568 －

単元未満株式 普通株式 12,698 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  77,527,498 － －

総株主の議決権  － 774,568 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が19,100株含まれておりますが議

決権の数には同機構名義の191個は含めておりません。

②【自己株式等】

　 平成21年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱大盛工業
東京都葛飾区水元三

丁目15番８号
38,900 － 38,900 0.05

計 － 38,900 － 38,900 0.05

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
８月

９月 10月 11月 12月 平成21年
１月

最高（円） 22 19 17 14 14 13

最低（円） 16 13 11 12 10 10

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後から当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）により作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成20年11月１日から平成21

年１月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年８月１日から平成21年１月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年７月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 694,353 682,084

受取手形・完成工事未収入金等 646,959 560,241

未成工事支出金 101,823 51,981

不動産事業支出金 182,233 199,835

販売用不動産 366,042 673,498

営業投資有価証券 25,021 52,946

短期貸付金 48,409 80,109

前払費用 10,193 8,397

その他 71,110 84,496

貸倒引当金 △39,960 △36,266

流動資産合計 2,106,185 2,357,326

固定資産

有形固定資産

建物 913,661 923,775

減価償却累計額 △574,157 △562,615

建物（純額） ※1
 339,503 361,158

構築物 105,918 107,361

減価償却累計額 △99,589 △98,660

構築物（純額） 6,328 8,701

機械及び装置 113,466 113,466

減価償却累計額 △108,221 △107,425

機械及び装置（純額） 5,245 6,041

車両運搬具 6,661 6,661

減価償却累計額 △6,426 △6,390

車両運搬具（純額） 234 270

工具器具・備品 61,369 61,369

減価償却累計額 △58,240 △57,619

工具器具・備品（純額） 3,129 3,750

土地 ※1
 404,227 408,577

有形固定資産計 758,669 788,500

無形固定資産 3,189 3,615

投資その他の資産

長期貸付金 222,123 225,732

固定化営業債権 579,072 578,640

その他 ※1
 173,696 202,911

貸倒引当金 △675,462 △685,251

投資その他の資産計 299,430 322,034

固定資産合計 1,061,289 1,114,150

資産合計 3,167,475 3,471,477
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年７月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 114,410 265,597

短期借入金 362,150 366,650

未払金 35,852 37,011

未払費用 38,537 34,407

未成工事受入金 165,726 －

賞与引当金 11,547 11,379

その他 49,587 159,359

流動負債合計 777,813 874,405

固定負債

長期借入金 ※1
 328,763 330,863

退職給付引当金 13,409 11,298

その他 16,352 16,217

固定負債合計 358,524 358,379

負債合計 1,136,338 1,232,784

純資産の部

株主資本

資本金 1,758,495 1,758,495

資本剰余金 752,254 752,254

利益剰余金 △422,679 △201,180

自己株式 △56,479 △56,479

株主資本合計 2,031,591 2,253,090

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △454 △14,397

評価・換算差額等合計 △454 △14,397

純資産合計 2,031,136 2,238,692

負債純資産合計 3,167,475 3,471,477
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年１月31日)

売上高

完成工事高 1,069,811

不動産事業売上高 476,447

売上高合計 1,546,259

売上原価

完成工事原価 1,035,565

不動産事業売上原価 459,472

売上原価合計 1,495,037

売上総利益

完成工事総利益 34,245

不動産事業総利益 16,975

売上総利益合計 51,221

販売費及び一般管理費 ※1
 209,644

営業損失（△） △158,423

営業外収益

不動産賃貸料 21,729

その他 5,079

営業外収益合計 26,808

営業外費用

支払利息 10,240

雑支出 5,267

営業外費用合計 15,508

経常損失（△） △147,123

特別損失

貸倒引当金繰入額 15,742

減損損失 15,906

営業投資有価証券評価損 35,157

その他 5,947

特別損失合計 72,754

税引前四半期純損失（△） △219,878

法人税、住民税及び事業税 1,620

法人税等合計 1,620

四半期純損失（△） △221,498
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年１月31日)

売上高

完成工事高 591,115

不動産事業売上高 223,655

売上高合計 814,770

売上原価

完成工事原価 559,550

不動産事業売上原価 215,795

売上原価合計 775,345

売上総利益

完成工事総利益 31,565

不動産事業総利益 7,860

売上総利益合計 39,425

販売費及び一般管理費 ※1
 108,843

営業損失（△） △69,418

営業外収益

不動産賃貸料 8,462

その他 1,668

営業外収益合計 10,130

営業外費用

支払利息 5,865

雑支出 3,190

営業外費用合計 9,055

経常損失（△） △68,343

特別損失

貸倒引当金繰入額 12,384

減損損失 15,906

営業投資有価証券評価損 1,385

その他 5,863

特別損失合計 35,540

税引前四半期純損失（△） △103,883

法人税、住民税及び事業税 810

法人税等合計 810

四半期純損失（△） △104,693
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △219,878

減価償却費 14,668

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,228

減損損失 15,906

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

2,110

賞与引当金の増減額（△は減少） 168

受取利息及び受取配当金 △2,631

支払利息 10,240

営業投資有価証券評価損 35,157

売上債権の増減額（△は増加） 76,640

たな卸資産の増減額（△は増加） 278,217

仕入債務の増減額（△は減少） △147,507

その他 △86,954

小計 △6,632

利息及び配当金の受取額 2,631

利息の支払額 △8,348

法人税等の支払額 △3,667

営業活動によるキャッシュ・フロー △16,017

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △17,800

貸付金の回収による収入 48,000

その他 4,686

投資活動によるキャッシュ・フロー 34,886

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △4,500

長期借入金の返済による支出 △2,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,600

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,268

現金及び現金同等物の期首残高 682,084

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 694,353
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

会計処理基準に関する事

項の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　従来、販売用不動産、未成工事支出金等、不動産事業等支出

金は個別法による原価法によっておりましたが、第１四半期

会計期間より「たな卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第9号　平成18年7月5日）が適用されたことに伴

い、販売用不動産、未成工事支出金等、不動産事業等支出金は

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これによる影響額はありません。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

固定資産の減価償却費の

算定方法

　減価償却費の方法として、定率法を採用している固定資産

につきましては、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。　

一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第２四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前事業年度

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しておりま

す。

たな卸資産のたな卸高の

算定方法　

　当第２四半期会計期間末のたな卸高の算出につきまして

は、実地たな卸を省略し、前事業年度末の実地たな卸高を基

礎として合理的に算定する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積り、簿価切

り下げを行う方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社大盛工業(E00239)

四半期報告書

18/25



【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年１月31日）

前事業年度末
（平成20年７月31日）

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

建物 256,423千円

土地         155,952

保険積立金              54,237

計 466,613

建物   262,433千円

土地          155,952

保険積立金         54,237

計 472,622

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。

長期借入金     176,855千円 長期借入金     176,855千円

 　なお、上記保険積立金は、工事請負契約の履行保険契約

に対する質権の設定分であります。

 　なお、上記保険積立金は、工事請負契約の履行保険契約

に対する質権の設定分であります。

（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

※１．一般管理費及び販売費の主なもの　　　

役員報酬         44,262

千円

従業員給料手当         42,527

賞与引当金繰入額　 2,888　

減価償却費 9,436

雑費　 61,462

　２．当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい

　　て、第２四半期累計期間までと第３四半期会計期間以

　　降では、休暇日数の差異があり、第３四半期会計期間

　　以降に売上高が多くなるといった季節的変動要因があ

　　ります。　　

当第２四半期会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

※１．一般管理費及び販売費の主なもの　　　

役員報酬    21,060千円

従業員給料手当          21,540

減価償却費　 4,718

雑費 35,435

　２．当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい　

　　て、第２四半期会計期間までと第３四半期会計期間以

　　降では、休暇日数の差異があり、第３四半期会計期間

　　以降に売上高が多くなるといった季節的変動要因があ

　　ります。　　
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲

　記されている科目の金額との関係

　

　現金預金勘定

(平成21年1月31日現在)　

     694,353千円

現金及び現金同等物 694,353
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年１月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成20年８月１日　至　平成21年

１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　

株式の種類 当第２四半期会計期間末

　普通株式（株） 77,527,498

　

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

　普通株式（株） 38,949

　

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。　

　

　

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

　

　

　

（有価証券関係）

　当第２四半期会計期間末（平成21年１月31日）

　　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日

　に比べて著しい変動が認められます。

　

種類 取得原価(千円) 四半期貸借対照表計上額(千円) 差額(千円)

　株　式 16,221 15,767 △454

　その他 9,254 9,254 －

　合　計 25,476 25,021 △454

　　　　（注）１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　　　　　　　２．その他有価証券で時価のあるものの減損処理については、当第２四半期会計期間末において営業投

　　　　　　　　　資有価証券評価損1,385千円を計上しております。

　　　　　　　　　なお、減損処理にあたっては、四半期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合、

　　　　　　　　　「著しく下落した」ものと判断し減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期会計期間末（平成21年１月31日）

　　該当事項はありません。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社大盛工業(E00239)

四半期報告書

21/25



（持分法損益等）

　当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

　　該当事項はありません。

　

　

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年１月31日）

前事業年度末
（平成20年７月31日）

１株当たり純資産額 26.21円 １株当たり純資産額 28.89円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきまして

は、潜在株式は在存するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載をしておりません。

１株当たり四半期純損失金額 1.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきまして

は、潜在株式は在存するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載をしておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（千円） 221,498 104,693

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 221,498 104,693

期中平均株式数（株） 77,488,587 77,488,577

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　　　　　──── 　　　　　────

（重要な後発事象）

当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

　取引残高に前事業年度に比して著しい変動がないため、記載を省略しております。

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２１年３月１６日

株式会社大盛工業

取締役会　御中

ＫＤＡ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 毛利　優　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 関本　享　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大盛工業の

平成20年８月１日から平成21年７月31日までの第43期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年11月１日から平成21年１

月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年８月１日から平成21年１月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大盛工業の平成21年１月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　　

　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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